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株式会社海邦総研（代表取締役社長：新垣学）はこのたび、県内企業におけるコロナ関連融資の
利用に関する調査を実施しました。その結果をご報告いたします。 

News Release 

コロナ関連融資の利用に関する調査結果 

～ 5割強が融資利用 うち 2割「返済に懸念」 ～ 

【調査結果概要】 

コロナ関連融資の利用状況  

今回調査の回答企業 405 社において、コロナ関連融資を「借りた・借りている」が 55.1％

（223社）となった。一方「これまで借りていない」は 41.0％（１６６社）となった。 

⚫ 業種別では、「借りた・借りている」が多いのは、飲食サービス業（80.0％）、製造業

（71.1％）、建設業（58.3％）だった。 

⚫ 資本金 1億円以上、従業員数 100人以上など比較的規模の大きい企業は「これまで

借りていない」が多かった。  

コロナ関連融資を「借りた・借りている」223社の状況 

コロナ関連融資の総額、元金据置期間の設定  

⚫ 元金据置期間について「1年未満」「1年以上 2年未満」の合計が 36.8％となってい

て、融資利用企業の 3 割強が「融資申請時点から 2 年未満の収束」を見込んでいた

ことがうかがえる。 

コロナ関連融資の主な使い道 ※複数回答 

⚫ 「人件費」（62.3％）が最も多く、「原材料や商品の仕入れなど」（47.1％）、「手元資

金としてプール」（46.2％）と続いた 

融資返済に向けて取った対応 ※複数回答 

⚫ 「据置期間の延長」（30.5％）が最も多く、「実質無利子期間の延長」（14.3％）、「追

加融資」（13.9％）と続いた。 

融資返済の見通し 

⚫ 全体では「返済できそうだ」が 67.7％となった。対して「返済に懸念がある」が 21．1％

となっている。また、「その他」が 7.2％、「無回答」が 3.1％であった。 

⚫ 業種別では、旅行・宿泊業および建設業で「返済に懸念がある」が多くなっている。 

⚫ 地域別では、那覇において「返済に懸念がある」がやや多くなっている。 

⚫ 売上先別では、県外（観光客含む）への売上が多い企業において「返済に懸念があ

る」が多くなっている。 
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1 県内企業におけるコロナ関連融資の利用に関する考察 

県内 405 社から回答が得られた今回のアンケート調査においては、55.1％の企業がコロナ関

連融資を「借りた・借りている」とし、半数以上がコロナ関連融資を利用したという結果だった。 

業種別で見ると「借りた・借りている」は、コロナ禍の影響を大きく受けた飲食サービスが最も多

く 80.0％、次いで製造業（71.1％）と続いた。同様にコロナ禍の影響を大きく受けたと考えられる

旅行業や宿泊業においては必ずしも多くなく、概ね平均値に近い結果となった。自由回答やヒアリ

ングでは「グループ内で運転資金を調達している」「オーナーに融通してもらっている」などの声が

聞かれた。また地域の民宿のような小規模企業においても融資を受けていない状況が散見された。

このように、厳しい状況の中でも、金融機関から融資を受けずに経営を継続した企業が一定数見

られている。 

融資の使い道は、「人件費」が最も多く 62.3％、次いで「原材料や商品の仕入れなど」

（47.1％）、「手元資金としてプール」（46.2％）となった。売上低下により、融資を経営資金に回

す様子が多く見られた一方、「手元資金としてプール」が 3 位に挙がったことから、「とりあえず手

元に資金を置いておく」という行動が一定数とられていることが分かる。ヒアリングでも「コロナで

不安が大きかった」「資金に余裕はあるが念のために借りた」などの説明があった。 

コロナ関連融資の返済見通しについて、「返済できそうだ」が 67.7％となり、「返済に懸念があ

る」は 21．1％となった。また、「その他」が 7.2％に上った。結果としては「返済できそうだ」が大勢

を占めており、中には「1円も手を付けていない」「一括で返済予定」と問題のない企業もあった。 

問題は返済懸念の方だ。業種別で見ると「返済に懸念がある」は、コロナ禍で市場が縮小して

いる旅行・宿泊関連で 35.3％、景気の不透明感で案件が減少している建設業で 28.6％と多か

った。また、売上先別で見た場合では、主要顧客が県外（主に観光客）である企業において、「返

済に懸念がある」が多かった。県経済が長らくコロナの感染状況に振り回されている結果とも言え、

今後の観光客の回復動向がコロナ融資の返済状況に大きく関わってくると考えられる。 

今後の見通しについて、世界的にコロナ禍の収束が見えないこと、日本経済全体もコロナ禍で

ダメージを負っていること、安全保障問題などの現状があり、観光客がコロナ前の水準に回復する

ことは容易ではないと想定される。従って、今後にかけても返済困難に直面する企業が増えやすい

状態が続くと推察される。 

経済センサスによると、県内に所在する企業等は４万７０００あまり（２０２１年時点）となっている。

本調査結果同様に、融資を受けた企業の２０％程度が返済に懸念を感じているとすれば、支援を

必要とする企業数は相当のボリュームに上ることが推察される。支援機関等においてはこうした企

業を今のうちから捕捉し、倒産を免れるよう、廃業や吸収合併など、軟着陸に導くための施策も選

択肢に持ちながら、支援していく必要があるだろう。 
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2 調査概要および調査対象について 

新型コロナウイルス感染症の流行に伴う景気の冷え込みにより、県内でも多くの企業が各種融

資を活用し急場をしのいだ。感染流行から 2 年あまり経つものの、現時点においても新型コロナウ

イルスによる経済への影響が残っており、こうした状況の元、県内企業におけるこれらコロナ関連融

資の返済見通しを把握するために実施した。 

 

なお、本調査は 6 月に実施した弊社の県内景気動向調査（2022 年 4-6 月実績、7-9 月見

通し）の特別調査項目として実施したものである。 

 

調査の対象、調査方法、回収率等は以下のとおり。 

 

調査概要 

項 目 内 容 

調査対象 

県内に本社所在地がある 2000企業に発送した。 

ただし調査対象有効企業数は、宛先不明として返送されてきた 30 企業を除

いた 1970企業。 

抽出方法 

信用調査会社などから提供を受けた。その際、業種、地域については、経済セ

ンサス調査基礎調査結果と偏りが少なくなるよう考慮して抽出した。そのほ

か、各種公開情報等を参考にして発送先を選定した。 

調査方法 郵送により調査票を配布・回収  ※一部インターネットによる回答・回収 

調査期間 2022年 6月 1日に調査票を発送し、6月 28日到着分までを集計 

回収状況 有効回収数：405通（有効回答率：20.6%） 

 

 

※ 複数回答の場合は、構成比（パーセント計算）の和が 100.0 を超えるものがある。 

※ 統計表中の「0.0」は、数値が表章単位に満たないものを指す場合もある。ただ、墨色の「0.0」は回答

者が 0であった項目である。 

※ 統計表において数値に以下の背景色が付いている場合は、下記の意味である。 

    は全体平均より 5 ポイント以上、    は 5 ポイント以下の場合 

※ 上記同様、数値が太字の場合は全体平均より 5 ポイント以上、数値が墨色の場合は全体平均より 5 ポ

イント以下の場合である。 
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3 主要調査結果 

回答企業属性 

回答企業総数は 405社。構成比は以下の通りとなっている。 

◼ 業種別 

 

◼ 資本金別 

 

◼ 従業員数別 

 

  

項目 回答数 構成比

(n=405) （％）

農業、林業、漁業 2 0.5

建設業 72 17.8

製造業 38 9.4

情報通信業 21 5.2

卸売・小売業 75 18.5

不動産業 35 8.6

旅行・宿泊業 31 7.7

飲食サービス業 15 3.7

医療、福祉 21 5.2

その他のサービス業 95 23.5

その他 0 0.0

無回答 0 0.0

項目 回答数 構成比

(n=405) （％）

1000万円未満 108 26.7

1000～5000万円未満 191 47.2

5000～1億円未満 48 11.9

1億円以上 35 8.6

無回答 23 5.7

項目 回答数 構成比

(n=405) （％）

10人未満 112 27.7

10～19人 66 16.3

20～49人 106 26.2

50～99人 49 12.1

100人以上 64 15.8

無回答 8 2.0
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◼ 地域別 

 

 

◼ 売上先マーケット別 

 

  

項目 回答数 構成比

(n=405) （％）

北部 38 9.4

中部 167 41.2

南部 64 15.8

那覇 105 25.9

離島 31 7.7

無回答 0 0.0

項目 回答数 構成比

(n=405) （％）

県内売上50％以上 334 82.5

県外売上50％以上 69 17.0

海外売上20％以上 4 1.0
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◼ 新型コロナ特別貸付など新型コロナ関連融資の利用について 

➢ 全体では「借りた・借りている」が 55.1％、「これまで借りていない」が 41.0％となっ

ている。 

➢ 製造業、飲食サービス業において「借りた・借りている」が多くなっている。対して、不動

産業、医療・福祉、情報通信業で「これまで借りていない」が多くなっている。 

➢ 資本金規模別では、1億円以上において「これまで借りていない」が多くなっている。 

 

＜業種別＞ 

 

 

＜資本金・従業員数別＞ 

 

 

【その他に挙がった主な回答】 

✓ グループ内融資（親会社）から運転資金借入をしている。社外からの融資は受けていない。（旅行）  

（％）

建設業 製造業 情報通信業 卸売・小売業 不動産業等 旅行・宿泊業 飲食サービス業 医療・福祉

その他の

サービス業

(n=405) (n=72) (n=38) (n=21) (n=75) (n=35) (n=31) (n=15) (n=21) (n=95)

借りた・借りている 55.1 58.3 71.1 47.6 53.3 40.0 54.8 80.0 42.9 52.6

これまで借りていない 41.0 40.3 26.3 47.6 40.0 60.0 35.5 13.3 57.1 43.2

分からない 1.0 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 3.2 0.0 0.0 2.1

その他 1.5 0.0 2.6 0.0 4.0 0.0 6.5 0.0 0.0 0.0

無回答 1.5 0.0 0.0 4.8 2.7 0.0 0.0 6.7 0.0 2.1

項目
合計

主要業種

（％）

1000万円

未満
1000万円以上

5000万円未満

5000万円以上

1億円未満 1億円以上 10人未満
10人以上20

人未満

20人以上50

人未満

50人以上

100人未満 100人以上

(n=405) (n=108) (n=191) (n=48) (n=35) (n=112) (n=66) (n=106) (n=49) (n=64)

借りた・借りている 55.1 63.0 51.8 66.7 34.3 59.8 65.2 58.5 55.1 32.8

これまで借りていない 41.0 33.3 45.0 31.3 60.0 34.8 33.3 37.7 44.9 62.5

分からない 1.0 0.0 1.0 2.1 0.0 0.9 1.5 1.9 0.0 0.0

その他 1.5 0.9 0.5 0.0 5.7 1.8 0.0 0.9 0.0 4.7

無回答 1.5 2.8 1.6 0.0 0.0 2.7 0.0 0.9 0.0 0.0

資本金 従業員数

項目
合計
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◼ 新型コロナウイルス関連融資の借入総額 

新型コロナウイルス関連融資を「借りた・借りている」223社の集計 

➢ 全体では、借入総額規模は分散しているものの「５０００万円以上 1億円未満」が最も

多くなっている。 

➢ 業種別では、製造業や卸売・小売業において「1億円以上」が多くなっている。 

➢ 資本金規模や従業員数規模が大きいほど、借入総額が大きくなる傾向となっている。 

 

＜業種別＞ 

 

 

＜資本金・従業員数別＞ 

 

 

  

（％）

建設業 製造業 情報通信業 卸売・小売業 不動産業等 旅行・宿泊業 飲食サービス業 医療・福祉

その他の

サービス業

(n=223) (n=42) (n=27) (n=10) (n=40) (n=14) (n=17) (n=12) (n=9) (n=50)

1000万円未満 6.7 7.1 0.0 0.0 5.0 7.1 11.8 8.3 11.1 10.0

1000万円以上3000万円未満 22.4 19.0 22.2 30.0 17.5 28.6 17.6 25.0 55.6 20.0

3000万円以上5000万円未満 20.2 26.2 11.1 10.0 20.0 21.4 5.9 33.3 0.0 26.0

5000万円以上1億円未満 25.6 23.8 33.3 60.0 20.0 21.4 41.2 25.0 22.2 18.0

1億円以上 24.2 21.4 33.3 0.0 35.0 21.4 23.5 8.3 11.1 26.0

分からない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

無回答 0.9 2.4 0.0 0.0 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

項目
合計

主要業種

（％）

1000万円

未満
1000万円以上

5000万円未満

5000万円以上

1億円未満 1億円以上 10人未満
10人以上20

人未満

20人以上50

人未満

50人以上

100人未満 100人以上

(n=223) (n=68) (n=99) (n=32) (n=12) (n=67) (n=43) (n=62) (n=27) (n=21)

1000万円未満 6.7 11.8 2.0 3.1 8.3 13.4 4.7 4.8 0.0 4.8

1000万円以上3000万円未満 22.4 42.6 15.2 6.3 0.0 46.3 23.3 8.1 3.7 4.8

3000万円以上5000万円未満 20.2 22.1 26.3 6.3 8.3 23.9 30.2 14.5 11.1 19.0

5000万円以上1億円未満 25.6 14.7 31.3 34.4 25.0 13.4 20.9 45.2 25.9 19.0

1億円以上 24.2 7.4 24.2 50.0 58.3 3.0 18.6 25.8 59.3 52.4

分からない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

無回答 0.9 1.5 1.0 0.0 0.0 0.0 2.3 1.6 0.0 0.0

従業員数

項目
合計

資本金
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◼ 主な新型コロナウイルス関連融資で当初設定した元金据置期間 

新型コロナウイルス関連融資を「借りた・借りている」223社の集計 

➢ 元金据置期間は全体として分散している中「2年以上 3年未満」が 25.1％で最も多

くなっている。 

 

＜業種別＞ 

 

 

＜資本金・従業員数別＞ 

 

 

  

（％）

建設業 製造業 情報通信業 卸売・小売業 不動産業等 旅行・宿泊業 飲食サービス業 医療・福祉

その他の

サービス業

(n=223) (n=42) (n=27) (n=10) (n=40) (n=14) (n=17) (n=12) (n=9) (n=50)

1年未満 13.5 9.5 7.4 10.0 7.5 14.3 5.9 33.3 33.3 18.0

1年以上2年未満 23.3 23.8 29.6 30.0 15.0 28.6 23.5 16.7 11.1 26.0

2年以上3年未満 25.1 31.0 25.9 30.0 25.0 21.4 29.4 8.3 11.1 26.0

3年以上4年未満 11.7 7.1 22.2 0.0 17.5 21.4 5.9 16.7 0.0 8.0

4年以上5年未満 9.9 11.9 0.0 10.0 12.5 7.1 11.8 16.7 11.1 10.0

5年以上 9.4 7.1 11.1 20.0 12.5 0.0 5.9 8.3 22.2 8.0

その他 2.7 4.8 0.0 0.0 7.5 0.0 5.9 0.0 0.0 0.0

分からない 2.2 4.8 0.0 0.0 2.5 0.0 5.9 0.0 11.1 0.0

無回答 2.2 0.0 3.7 0.0 0.0 7.1 5.9 0.0 0.0 4.0

項目
合計

主要業種

（％）

1000万円

未満
1000万円以上

5000万円未満

5000万円以上

1億円未満 1億円以上 10人未満
10人以上20

人未満

20人以上50

人未満

50人以上

100人未満 100人以上

(n=223) (n=68) (n=99) (n=32) (n=12) (n=67) (n=43) (n=62) (n=27) (n=21)

1年未満 13.5 19.1 13.1 6.3 0.0 17.9 7.0 19.4 7.4 4.8

1年以上2年未満 23.3 23.5 22.2 25.0 25.0 28.4 27.9 12.9 29.6 14.3

2年以上3年未満 25.1 17.6 26.3 34.4 41.7 23.9 14.0 30.6 33.3 28.6

3年以上4年未満 11.7 16.2 9.1 12.5 16.7 11.9 7.0 11.3 7.4 28.6

4年以上5年未満 9.9 11.8 12.1 0.0 8.3 6.0 18.6 11.3 7.4 4.8

5年以上 9.4 5.9 9.1 18.8 0.0 4.5 9.3 12.9 7.4 14.3

その他 2.7 2.9 3.0 0.0 0.0 4.5 4.7 0.0 3.7 0.0

分からない 2.2 2.9 1.0 0.0 8.3 1.5 2.3 1.6 3.7 4.8

無回答 2.2 0.0 4.0 3.1 0.0 1.5 9.3 0.0 0.0 0.0

資本金 従業員数

項目
合計
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◼ 新型コロナ関連融資の主な使い道（複数選択可） 

新型コロナウイルス関連融資を「借りた・借りている」223社の集計 

➢ 全体では「人件費」（62.3％）が最も多く、「原材料や商品の仕入れなど」（47.1％）、

「手元資金としてプール」（46.2％）と続いた。 

＜業種別＞ 

 

 

＜資本金・従業員数別＞ 

 

  

（％）

建設業 製造業 情報通信業 卸売・小売業 不動産業等 旅行・宿泊業 飲食サービス業 医療・福祉

その他の

サービス業

(n=223) (n=42) (n=27) (n=10) (n=40) (n=14) (n=17) (n=12) (n=9) (n=50)

人件費 62.3 66.7 66.7 70.0 50.0 57.1 76.5 83.3 66.7 56.0

原材料や商品の仕入れなど 47.1 61.9 66.7 30.0 55.0 7.1 35.3 50.0 33.3 36.0

手元資金としてプール 46.2 40.5 55.6 50.0 52.5 28.6 41.2 50.0 44.4 48.0

設備の修繕・更新など 23.3 11.9 33.3 20.0 25.0 28.6 29.4 41.7 22.2 20.0

設備の新規購入 14.8 11.9 18.5 30.0 10.0 7.1 17.6 25.0 11.1 16.0

オフィスや店舗、工場などの家賃や地代など 11.7 7.1 7.4 10.0 5.0 21.4 29.4 25.0 11.1 12.0

新規事業展開や業種転換の費用 8.1 4.8 3.7 10.0 10.0 21.4 5.9 16.7 0.0 8.0

販促費・広告費 8.1 9.5 0.0 0.0 0.0 14.3 23.5 25.0 0.0 10.0

出張費や水道光熱費 5.8 4.8 0.0 0.0 5.0 7.1 35.3 0.0 0.0 4.0

テレワークを含む通信費 2.2 0.0 3.7 10.0 2.5 0.0 5.9 0.0 0.0 2.0

分からない 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 7.1 5.9 0.0 0.0 2.0

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

無回答 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9 0.0 0.0 0.0

項目
合計

主要業種

（％）

1000万円

未満
1000万円以上

5000万円未満

5000万円以上

1億円未満 1億円以上 10人未満
10人以上20

人未満

20人以上50

人未満

50人以上

100人未満 100人以上

(n=223) (n=68) (n=99) (n=32) (n=12) (n=67) (n=43) (n=62) (n=27) (n=21)

人件費 62.3 63.2 69.7 43.8 41.7 58.2 72.1 59.7 59.3 66.7

原材料や商品の仕入れなど 47.1 44.1 53.5 37.5 33.3 46.3 55.8 46.8 44.4 33.3

手元資金としてプール 46.2 44.1 49.5 53.1 41.7 43.3 41.9 46.8 51.9 57.1

設備の修繕・更新など 23.3 30.9 18.2 21.9 25.0 26.9 20.9 17.7 37.0 14.3

設備の新規購入 14.8 14.7 15.2 18.8 8.3 10.4 9.3 14.5 33.3 19.0

オフィスや店舗、工場などの家賃や地代など 11.7 14.7 10.1 6.3 16.7 16.4 9.3 11.3 11.1 4.8

新規事業展開や業種転換の費用 8.1 8.8 11.1 0.0 0.0 10.4 9.3 4.8 14.8 0.0

販促費・広告費 8.1 13.2 4.0 6.3 0.0 13.4 7.0 3.2 11.1 4.8

出張費や水道光熱費 5.8 8.8 6.1 3.1 0.0 9.0 2.3 8.1 3.7 0.0

テレワークを含む通信費 2.2 1.5 2.0 0.0 8.3 4.5 0.0 0.0 3.7 4.8

分からない 1.3 0.0 1.0 3.1 8.3 1.5 2.3 1.6 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

無回答 0.4 0.0 0.0 3.1 0.0 0.0 2.3 0.0 0.0 0.0

従業員数

項目
合計

資本金
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◼ 新型コロナウイルス関連融資の返済に向けて、取った対応（複数選択可） 

新型コロナウイルス関連融資を「借りた・借りている」223社の集計 

➢ 全体では「据置期間の延長」が 30.5％で最も多く、次いで「実質無利子期間の延長」

（14.3％）、「追加融資」（13.9％）が続いた。 

 

＜業種別＞ 

 

 

＜資本金・従業員数別＞ 

 

 

【その他に挙がった主な回答】 

✓ あまり使用しなかったので早期返済を予定（観光施設）、期日前返済予定（建築設計）  

（％）

建設業 製造業 情報通信業 卸売・小売業 不動産業等 旅行・宿泊業 飲食サービス業 医療・福祉

その他の

サービス業

(n=223) (n=42) (n=27) (n=10) (n=40) (n=14) (n=17) (n=12) (n=9) (n=50)

据置期間の延長 30.5 26.2 25.9 40.0 22.5 21.4 41.2 58.3 11.1 34.0

実質無利子期間の延長 14.3 28.6 14.8 10.0 5.0 14.3 29.4 25.0 0.0 6.0

返済額減額や返済期限延長 9.4 14.3 3.7 10.0 5.0 14.3 17.6 8.3 22.2 6.0

借り入れの一本化 9.4 7.1 14.8 0.0 5.0 0.0 5.9 25.0 11.1 14.0

追加融資 13.9 16.7 25.9 10.0 5.0 0.0 29.4 16.7 11.1 10.0

その他 14.8 9.5 22.2 20.0 25.0 21.4 0.0 8.3 22.2 10.0

分からない 14.3 7.1 11.1 10.0 15.0 14.3 23.5 0.0 33.3 20.0

無回答 17.0 14.3 14.8 20.0 27.5 21.4 11.8 8.3 0.0 18.0

項目
合計

主要業種

（％）

1000万円

未満
1000万円以上

5000万円未満

5000万円以上

1億円未満 1億円以上 10人未満
10人以上20

人未満

20人以上50

人未満

50人以上

100人未満 100人以上

(n=223) (n=68) (n=99) (n=32) (n=12) (n=67) (n=43) (n=62) (n=27) (n=21)

据置期間の延長 30.5 23.5 30.3 37.5 33.3 32.8 18.6 33.9 37.0 28.6

実質無利子期間の延長 14.3 14.7 14.1 12.5 16.7 11.9 23.3 11.3 18.5 9.5

返済額減額や返済期限延長 9.4 11.8 5.1 21.9 0.0 9.0 9.3 11.3 11.1 4.8

借り入れの一本化 9.4 11.8 7.1 9.4 8.3 13.4 11.6 4.8 3.7 14.3

追加融資 13.9 17.6 9.1 21.9 8.3 17.9 4.7 21.0 7.4 9.5

その他 14.8 7.4 19.2 15.6 25.0 7.5 18.6 12.9 11.1 42.9

分からない 14.3 23.5 12.1 9.4 8.3 19.4 11.6 12.9 18.5 4.8

無回答 17.0 16.2 18.2 15.6 8.3 13.4 27.9 16.1 14.8 4.8

資本金 従業員数

項目
合計



コロナ関連融資の利用に関する調査結果 

 11 
 

Copyright ©2022 Kaiho Research Institute, Ltd． 

◼ 新型コロナ関連融資の返済見通し 

新型コロナウイルス関連融資を「借りた・借りている」223社の集計 

➢ 全体では「返済できそうだ」が 67.7％となった。対して「返済に懸念がある」が 21．％

となっている。なお、「既に全額返済した」の回答はなかった。 

➢ 業種別で見ると旅行・宿泊業および建設業において「返済に懸念がある」が多くなっ

ている。 

➢ 地域別では、那覇において「返済に懸念がある」がやや多くなっている。 

➢ 売上先別では、県外（観光客含む）への売上が多い企業において「返済に懸念があ

る」が多くなっている。 

 

＜業種別＞ 

 

 

＜資本金・従業員数別＞ 

 

 

【その他に挙がった主な回答】 

✓ がんばります（産業廃棄物処理）、コロナが落ち着けば大丈夫（建設） 

  

（％）

建設業 製造業 情報通信業 卸売・小売業 不動産業等 旅行・宿泊業 飲食サービス業 医療・福祉

その他の

サービス業

(n=223) (n=42) (n=27) (n=10) (n=40) (n=14) (n=17) (n=12) (n=9) (n=50)

返済できそうだ 67.7 64.3 63.0 90.0 82.5 85.7 41.2 58.3 55.6 64.0

返済に懸念がある 21.1 28.6 25.9 0.0 12.5 7.1 35.3 25.0 22.2 22.0

既に全額返済した 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

分からない 0.9 0.0 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0

その他 7.2 4.8 3.7 10.0 2.5 7.1 17.6 8.3 22.2 8.0

無回答 3.1 2.4 3.7 0.0 2.5 0.0 5.9 8.3 0.0 4.0

項目
合計

主要業種

（％）

1000万円

未満
1000万円以上

5000万円未満

5000万円以上

1億円未満 1億円以上 10人未満
10人以上20

人未満

20人以上50

人未満

50人以上

100人未満 100人以上

(n=223) (n=68) (n=99) (n=32) (n=12) (n=67) (n=43) (n=62) (n=27) (n=21)

返済できそうだ 67.7 63.2 71.7 65.6 83.3 64.2 67.4 64.5 77.8 76.2

返済に懸念がある 21.1 25.0 18.2 21.9 16.7 25.4 18.6 22.6 11.1 19.0

既に全額返済した 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

分からない 0.9 0.0 1.0 3.1 0.0 1.5 0.0 0.0 3.7 0.0

その他 7.2 10.3 7.1 3.1 0.0 7.5 4.7 9.7 7.4 4.8

無回答 3.1 1.5 2.0 6.3 0.0 1.5 9.3 3.2 0.0 0.0

従業員数

項目
合計

資本金
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《参考集計》地域別・売上先シェア別 

 
 

《参考集計》融資額別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 

 

 

 

（％）

北部 中部 南部 那覇 離島

県内売上

５０％以上

県外売上

５０％以上

海外売上

20％以上

(n=223) (n=21) (n=91) (n=37) (n=56) (n=18) (n=184) (n=41) (n=2)

返済できそうだ 67.7 71.4 68.1 67.6 62.5 77.8 69.6 56.1 50.0

返済に懸念がある 21.1 14.3 18.7 21.6 28.6 16.7 20.1 29.3 0.0

既に全額返済した 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

分からない 0.9 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.5 2.4 0.0

その他 7.2 9.5 8.8 5.4 7.1 0.0 6.0 12.2 50.0

無回答 3.1 4.8 2.2 5.4 1.8 5.6 3.8 0.0 0.0

地域別 売上先シェア別

項目
合計

（％）

1000万円未

満

1000万円以

上3000万円

未満

3000万円以

上5000万円

未満

5000万円以

上1億円未

満 1億円以上

(n=223) (n=21) (n=91) (n=37) (n=56) (n=18)

返済できそうだ 67.7 71.4 68.1 67.6 62.5 77.8

返済に懸念がある 21.1 14.3 18.7 21.6 28.6 16.7

既に全額返済した 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

分からない 0.9 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0

その他 7.2 9.5 8.8 5.4 7.1 0.0

無回答 3.1 4.8 2.2 5.4 1.8 5.6

項目
全体

融資額

―― 本資料のご利用に際して ―― 

・ 本資料は弊社の著作物であり、著作権法により保護されております。著作権法の定めに従い、引用する際に

は、必ず出所・株式会社海邦総研と明記してください。 

・ 本調査に関する問い合わせは、弊社・地域経済調査部・瀬川、当銘 までご連絡ください。 

TEL：098-869-8724  E-mail：sonshu_segawa@kaiho-ri.jp 


